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証券コード　 1868
平成29年 ６ 月 ６ 日

株 主 各 位
東京都新宿区西新宿二丁目１番１号
三 井 ホ ー ム 株 式 会 社
代表取締役社長 市 川 俊 英

第43回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

さて、当社第43回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ
うご通知申しあげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますので、お手数なが
ら後記の株主総会参考書類をご検討いただきまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否を
ご表示のうえ、平成29年６月27日（火曜日）午後６時までに到着するようご返送のほどお願い申し
あげます。

敬　具
記

１．日 時 平成29年６月28日（水曜日）午前10時
２．場 所 東京都千代田区霞が関三丁目２番５号

霞が関ビルディング１階「プラザホール」
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第43期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事業報告、連結計算

書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第43期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役９名選任の件
第３号議案 監査役２名選任の件
第４号議案 取締役賞与支給の件
第５号議案 退任取締役及び退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

以　上

1

株主各位
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当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあ
げます。

次の事項につきましては、法令及び当社定款第15条の定めにより、インターネット上の当社ウェブサイト
(http://www.mitsuihome.co.jp/company/ir/kabunushi.html)に掲載しておりますので、添付書類には
記載しておりません。したがって、添付書類は監査役が監査報告書を、会計監査人が会計監査報告書をそれぞれ
作成するに際して監査をした連結計算書類及び計算書類の一部であります。

①連結計算書類のうち「連結注記表」
②計算書類のうち「個別注記表」
株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合には、インターネット上の

当社ウェブサイト(http://www.mitsuihome.co.jp/company/ir/kabunushi.html)に掲載させていただき
ます。

2

株主各位
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件
当期の期末配当につきましては、株主の皆様への継続的な配当と、事業基盤の安定、経営体質・

財務体質の長期的な拡充・強化に向けた内部留保の充実とを、総合的に勘案いたしまして、以下の
とおりといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類
　　金銭といたします。
②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　　当社普通株式１株につき金８円といたしたいと存じます。
　　なお、この場合の配当総額は530,192,712円となります。

これにより、すでに実施した１株につき８円の中間配当金とあわせて年間配当金は１株につ
き16円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日
平成29年６月29日といたしたいと存じます。

3

剰余金処分議案
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第２号議案　取締役９名選任の件
取締役　市川俊英、清野秀樹、山本　実、三ツ井泉二、中村研一、河合淳也、六鹿正治、中田安

則の８氏は、本総会終結の時をもちまして任期満了となります。つきましては、経営体制の強化の
ため１名増員し、取締役９名の選任をお願いいたしたいと存じます。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日 )

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社
株式の数

1

い ち

市
 

　
か わ

川
 

　
と し

俊
 

　
ひ で

英
(昭和29年９月27日)

昭和52年 ４月 三井不動産㈱入社

13,599株

平成15年 ４月 同社六本木プロジェクト推進部長
平成17年 ４月 同社執行役員、六本木プロジェクト推進部長
平成20年 ４月 同社常務執行役員、東京ミッドタウン事業部長
平成

平成

23

25

年

年

６

４

月

月

同社常務取締役、常務執行役員、アコモデーション事
業本部長
同社取締役、当社顧問

平成
平成

25
25

年
年

６
10

月
月

当社代表取締役社長（現任）、社長執行役員（現任）
当社コスト・業務改善本部長委嘱（現任）

 （当社における担当）
 コスト・業務改善本部、監査室、経営企画部

選任理由・求める役割
　現在、当社の代表取締役社長として当社グループの経営を牽引し、経営の重要事項の決定及び業務執
行に対する監督等、当社の企業価値向上に資するべく適切な役割を果たしており、今後においても更な
る貢献が見込まれることから、引き続き取締役候補者としたものであります。

2

き よ

清
 

　
の

野
 

　
ひ で

秀
 

　
き

樹
(昭和31年１月21日)

昭和54年 ４月 三井不動産㈱入社

2,000株

平成17年10月 同社アコモデーション事業本部ホテル事業部長
平成24年 ４月 当社常務執行役員、開発企画本部長委嘱
平成25年 ６月 当社常務取締役、開発企画本部長委嘱
平成
平成

26
28

年
年

４
４

月
月

当社取締役（現任）、生産技術本部長委嘱
当社専務執行役員（現任）

 （当社における担当）
 生産技術本部、東北支店、栃木支店、埼玉支店、埼玉南支店、
 埼玉オーナーサポート部、千葉支店、柏支店、
 千葉オーナーサポート部

選任理由・求める役割
　現在、当社の取締役として経営の重要事項の決定及び業務執行に対する監督等、当社の企業価値向上
に資するべく適切な役割を果たしており、今後においても更なる貢献が見込まれることから、引き続き
取締役候補者としたものであります。

4

取締役選任議案
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日 )

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社
株式の数

3

や ま

山
 

　
も と

本
 

　
 

　
 

　
みのる

実
(昭和33年８月３日)

昭和57年 ４月 三井不動産㈱入社

7,014株

平成19年 ４月 同社広報部長
平成25年 ４月 当社常務執行役員（現任）
平成25年 ６月 当社常務取締役
平成26年 ４月 当社取締役（現任）
 （当社における担当）
 総務部、広報部、経理部、グループ経営推進部、
 メンテナンスセンター

選任理由・求める役割
　現在、当社の取締役として経営の重要事項の決定及び業務執行に対する監督等、当社の企業価値向上
に資するべく適切な役割を果たしており、今後においても更なる貢献が見込まれることから、引き続き
取締役候補者としたものであります。

4

な か

中
 

　
む ら

村
 

　
け ん

研
 

　
い ち

一
(昭和30年11月18日)

昭和53年 ４月 当社入社

7,045株

平成15年 ４月 当社中部営業本部生産設計部長
平成24年 ４月 当社執行役員、人事部長委嘱
平成25年 ６月 当社取締役（現任）、執行役員、人事部長委嘱
平成

平成
平成

26

27
29

年

年
年

４

４
４

月

月
月

当社執行役員、コスト・業務改善本部副本部長・同本
部推進部長委嘱
当社常務執行役員（現任）
三井ホームリンケージ㈱代表取締役社長（現任）

 （当社における担当）
 お客様相談室、情報システム部、人事部、オーナーサポート推進部

選任理由・求める役割
　現在、当社の取締役として経営の重要事項の決定及び業務執行に対する監督等、当社の企業価値向上
に資するべく適切な役割を果たしており、今後においても更なる貢献が見込まれることから、引き続き
取締役候補者としたものであります。

5

取締役選任議案
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日 )

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社
株式の数

5

か わ

河
 

　
い

合
 

　
じゅん

淳
 

　
や

也
(昭和34年４月７日)

昭和58年 ４月 三井不動産㈱入社

726株

平成23年 ４月 同社柏の葉キャンパスシティプロジェクト推進部長
平成26年 ４月 同社千葉支店長
平成28年 ４月 当社常務執行役員（現任）
平成28年 ６月 当社取締役（現任）
 （当社における担当）
 営業推進部、商品開発部、技術研究所、法人営業本部、
 戸建て住宅事業室、コンサルティング事業部、
 医療福祉・木造施設事業部、静岡支店、中部営業本部、
 関西営業本部、中国支店、九州支店

選任理由・求める役割
　現在、当社の取締役として経営の重要事項の決定及び業務執行に対する監督等、当社の企業価値向上
に資するべく適切な役割を果たしており、今後においても更なる貢献が見込まれることから、引き続き
取締役候補者としたものであります。

6

い っ

一
 

　
し き

色
 

　
た か

隆
 

　
ゆ き

行
(昭和34年３月15日)

新　　任

昭和56年 ４月 当社入社

5,445株
平成17年 ４月 当社東京西支店長
平成26年 ４月 当社執行役員
平成27年 ４月 当社常務執行役員（現任）
平成28年 ４月 当社中部営業本部長委嘱（現任）

選任理由・求める役割
　当社への入社以来、多様な分野で豊富な経験を有しております。また、執行役員就任後は、営業推進
部や中部営業本部の責任者を務めるなど、執行役員としての業務を通じて企業価値向上への貢献が認め
られました。
　このようなことから、当社の取締役として経営の重要事項の決定及び業務執行に対する監督などの役
割を適切に果たすことが見込まれると判断し、新任取締役候補者としたものであります。

6

取締役選任議案
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日 )

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社
株式の数

7

た に

谷
 

　
か わ

川
 

　
ゆ う

裕
 

　
い ち

一
(昭和34年３月５日)

新　　任

昭和57年 ４月 当社入社

2,019株

平成19年 ４月 当社埼玉南支店長
平成27年 ４月 当社執行役員、東京営業本部長委嘱
平成28年 ４月 当社常務執行役員（現任）
平成29年 ４月 当社東京事業本部長（現任）・同本部業務推進部長

（現任）、コスト・業務改善本部副本部長（現任）委
嘱

選任理由・求める役割
　当社への入社以来、多様な分野で豊富な経験を有しております。また、執行役員就任後は、東京営業
本部の責任者を務めるなど、執行役員としての業務を通じて企業価値向上への貢献が認められました。
　このようなことから、当社の取締役として経営の重要事項の決定及び業務執行に対する監督などの役
割を適切に果たすことが見込まれると判断し、新任取締役候補者としたものであります。

8

ろ く

六
 

　
し か

鹿
 

　
ま さ

正
 

　
は る

治
(昭和23年４月20日)

独立役員
社外役員

昭和53年 ２月 ㈱日本設計事務所（現㈱日本設計）入社

0株

平成 ９年12月 同社取締役建築設計群総轄部長
平成15年12月 同社代表取締役副社長執行役員
平成18年 ４月 同社代表取締役社長執行役員
平成
平成

25
27

年
年

10
６

月
月

同社取締役会長（現任）
当社社外取締役（現任）

 （重要な兼職の状況）
 ㈱日本設計取締役会長

選任理由・求める役割
　現在、当社の社外取締役として、取締役会の監督機能の強化と透明性の確保に向け、適切な役割を果
たしており、今後においても更なる貢献が見込まれることから、引き続き社外取締役候補者としたもの
であります。

7

取締役選任議案
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日 )

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社
株式の数

9

な か

中
 

　
だ

田
 

　
や す

安
 

　
の り

則
(昭和24年10月11日)

独立役員
社外役員

昭和47年 ４月 ㈱読売広告社入社

0株

平成15年 ４月 同社執行役員、第１営業本部長
平成17年 ６月 同社取締役執行役員
平成18年 ４月 同社取締役常務執行役員
平成
平成

19
19

年
年

４
６

月
月

同社代表取締役社長
㈱博報堂ＤＹホールディングス取締役

平成28年 ４月 ㈱読売広告社代表取締役会長（現任）
（平成29年６月に㈱読売広告社代表取締役会長より同社取締役会長に異動する予定であります。）

平成28年 ６月 当社社外取締役（現任）
 （重要な兼職の状況）
 ㈱読売広告社代表取締役会長

選任理由・求める役割
　現在、当社の社外取締役として、取締役会の監督機能の強化と透明性の確保に向け、適切な役割を果
たしており、今後においても更なる貢献が見込まれることから、引き続き社外取締役候補者としたもの
であります。

（注）１．一色隆行氏及び谷川裕一氏は、新任の取締役候補者であります。
２．各候補者と会社との間には、特別の利害関係はありません。
３．六鹿正治氏及び中田安則氏は、社外取締役候補者であります。
４．六鹿正治氏及び中田安則氏は、現在当社の社外取締役でありますが、それぞれの社外取締役としての

在任期間は、本総会終結の時をもって六鹿正治氏が２年、中田安則氏が１年となります。
５．当社は、六鹿正治氏及び中田安則氏を㈱東京証券取引所が定める独立役員として届け出ております。

両氏の再任が承認された場合、当社は、引き続き両氏を独立役員とする予定であります。
６．六鹿正治氏及び中田安則氏は、現在当社の社外取締役であり、当社は両氏との間で、当社定款及び会

社法第427条第１項の規定に基づき、任務を怠ったことによる損害賠償責任を法令が定める額に限定
する契約を締結しております。両氏の再任が承認された場合、当社は両氏との間の上記契約を継続す
る予定であります。

8

取締役選任議案
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第３号議案　監査役２名選任の件
監査役　諏訪公宏氏及び渡辺康明氏は、本総会終結の時をもちまして任期満了となりますので、

監査役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日 )

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社
株式の数

1

す

諏
わ

訪
き み

公
ひ ろ

宏
(昭和31年８月10日)

昭和55年 ４月 三井不動産㈱入社
0株平成19年 ４月 同社関連事業部長

平成19年 ６月 当社監査役（現任）
選任理由・求める役割
　三井不動産株式会社グループ会社において、関連事業部の責任者を務めるなど、グループ経営に関す
る実務的見地を活かすことができ、加えて、財務及び会計をはじめとする豊富な経験、幅広い見識を有
しており、取締役の職務の執行を適切に監査できるものと判断し、監査役候補者としたものでありま
す。

2

う え

植
は ら

原
の ぶ

信
ひ ろ

浩
(昭和29年８月16日)

新　　任

昭和56年 ４月 当社入社

8,075株
平成17年 ４月 当社西日本営業本部開発営業部長
平成25年 ４月 当社執行役員、関西営業本部長委嘱
平成27年 ４月 当社常務執行役員
平成29年 ４月 当社顧問（現任）

選任理由・求める役割
　当社への入社以来、多様な分野で豊富な経験を有しております。また、執行役員就任後は、関西営業
本部の責任者を務めるなど、経営管理及び事業運営に関する豊富な経験を有していることから、取締役
の職務の執行を適切に監査できるものと判断し、新任監査役候補者としたものであります。

（注）１．植原信浩氏は、新任の監査役候補者であります。
　　　２．各候補者と会社との間には、特別の利害関係はありません。

9
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第４号議案　取締役賞与支給の件
当期末時点の取締役６名（社外取締役を除きます。）に対し、当期の業績等を勘案して、取締役

賞与を総額15,800,000円支給することといたしたいと存じます。
なお、各取締役に対する金額は、取締役会にご一任願いたいと存じます。

第５号議案　退任取締役及び退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件
本総会終結の時をもちまして任期満了により取締役を退任されます三ツ井泉二氏及び監査役を退

任されます渡辺康明氏に対し、在任中の労に報いるため、当社所定の基準に従い相当額の範囲内で
退職慰労金を贈呈することとし、その具体的な金額、時期、方法等は、退任取締役については取締
役会に、退任監査役については監査役の協議にご一任願いたいと存じます。

退任取締役及び退任監査役の略歴は、次のとおりであります。
氏 名 略 歴

み

三
つ

ツ
い

井
 

　
せ ん

泉
 

　
じ

二
平成
平成

25
27

年
年

６
４

月
月

当社取締役（現任）
当社常務執行役員

わ た

渡
な べ

辺
や す

康
あ き

明 平成25年 ６月 当社監査役（現任）

以　上

10
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（添付書類）
事 業 報 告

(平成28年４月 1 日から
平成29年３月31日まで)

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
　当連結会計年度のわが国経済は、中国を始めとするアジア諸国における景気の減速やイギリ
スのEU離脱等、海外経済の不確実性による懸念などから、先行き不透明な状況が続いたもの
の、政府の各種景気刺激策の継続等により、緩やかな回復基調で推移しました。
　住宅業界におきましても、東京オリンピック・パラリンピックに向けた建設費の高止まり等、
一部に不透明感が存在するものの、個人消費に持ち直しの動きが見られることに加え、雇用・
所得環境が引き続き改善傾向にあるほか、政府による住宅取得支援策が継続していること、住
宅ローン金利が極めて低い水準にあることなどにより、住宅取得の需要は、引き続き概ね堅調
に推移しました。

このような事業環境の中で、当社グループは、住まいの耐震性があらためて重要視されてい
る状況に鑑み、当社独自の「プレミアム・モノコック構法」の優れた耐震性を実証すべく行っ
た実験結果を基に「震度７に60回耐えた家」を前面に掲げた広告展開を行い、地震に対する安
心をより一層訴求することにより、更なる競争力の強化を図りました。また、住まいに対する
強いこだわりがある方のニーズに応えるべく立ちあげたフラッグシップブランド「MITSUI 
HOME PREMIUM」（三井ホームプレミアム）を軸として、当社の強みであるオーダーメイド
の家づくりを訴求することなどにより、ブランド力の向上と受注拡大に努めました。加えて、
業務の効率化並びに着工・引渡の平準化を推進することなどにより、グループ全体でのコスト
ダウンを図り、収益力の向上に注力しました。

当連結会計年度の業績につきましては、新築事業において期首の受注残高が前期を下回って
いたことなどにより売上が減少したものの、リフォーム・リニューアル事業を中心に売上が増
加したことから、グループ全体の売上高は、前期比微減の2,549億５千４百万円（前期比0.5％
減）となりました。売上高は減少したものの、売上総利益率が改善したことなどにより、営業
利益は、50億７千４百万円（前期比8.6％増）、経常利益は、50億５千４百万円（前期比11.1％
増）となりました。また、特別損失が減少したことや、法人税等調整額が減少したことなどに
より、親会社株主に帰属する当期純利益は、30億９千９百万円（前期比84.5％増）となりま
した。

11
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事業ごとの業績は、次のとおりであります。

（新築事業）
　住まいに対する強いこだわりがある方のニーズに応えるべく立ちあげたフラッグシップブラ
ンド「MITSUI HOME PREMIUM」（三井ホームプレミアム）を軸とした営業戦略を徹底する
ことなどにより、ブランド力の向上に努めました。また、集う喜びに加えて、もてなすことの
楽しみを住まいにおいて感じ取るひとつの試みとして「サロンのある暮らし」を提案した
「VENCE」（ヴァンス）、ロングセラー商品である「Oakley」（オークリー）のファサー
ド・インテリアのデザインを一新するとともに、新たなライフスタイル提案を組み込んだNEW
「Oakley」（オークリー）を発売するなど、オーダーメイドの家づくりを引き続き訴求するこ
とにより、受注拡大に努めました。併せて、当社独自の「プレミアム・モノコック構法」の優
れた耐震性を実証すべく行った実験結果を基に「震度７に60回耐えた家」を前面に掲げた広告
展開を行い、地震に対する安心をより一層訴求することにより、更なる競争力の強化を図りま
した。さらに、土地所有者・オーナーに対しても、資産と経営を守る「耐震賃貸」に加えて、
新たに開発した住宅業界最高レベルの高遮音床仕様「Mute45」（ミュート45）による高い居
住性を積極的に訴求するとともに、相続税対策を意識したセミナーを開催するなど賃貸住宅・
医院、並びに大型の医療・福祉施設、文教・保育施設、商業施設などの施設系建築事業の受注
拡大に注力しました。

期首の受注残高が前期を下回っていたことにより、売上高は、1,711億２千７百万円（前期
比3.7％減）となりました。売上高は減少したものの、売上総利益率が改善したことや、販売
費及び一般管理費が減少したことなどにより、営業利益は、44億２千２百万円（前期比17.0％
増）となりました。

（リフォーム・リニューアル事業）
住宅リフォームにおいては、築年数が経過した建物のオーナー向けに、リフォームセミナー・

相談会を実施し、施工実例・ショールームを巡る見学会を開催するなど、より一層の受注拡大
に努めました。また、オーナー向けリフォーム情報の提供及びオーナーズデスクにおける各種
対応などにより、20万件を超える三井ホームオーナーとのリレーション強化を図り、経年別建
物点検と連動したメンテナンスリフォームに加え、創エネ・蓄エネ機器設置、家族構成やライ
フスタイルの変化に対応するプラン提案等に注力しました。さらに、住まいの耐震性があらた
めて重要視される中、従来の耐震補強に加え、次世代制震技術「VAX」（バックス）を始めと
した制震リフォームを積極的に提案し、更なる需要喚起を図りました。オフィス・商業施設リ
ニューアルにおいては、三井不動産グループにおけるシナジー効果などによるオフィス工事や、
ホテルの大型改装工事等の受注が順調に伸長しました。

期首の受注残高が前期を上回っていたことに加え、オフィス・商業施設リニューアルの受注
も増加したことなどから、リフォーム・リニューアル事業の売上高は、415億８千５百万円（前
期比7.7％増）となり、営業利益は、17億円（前期比12.0％増）となりました。

12
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（賃貸管理事業）
賃貸管理戸数が増加したことなどにより、売上高は、238億８千２百万円（前期比4.9％増）、

営業利益は、16億２千６百万円（前期比10.1％増）となりました。

（住宅関連部資材販売事業）
国内において、構造材の取扱棟数が増加し、北米において、パネル・トラス販売の取扱量が、

それぞれ増加しました。この結果、売上高は、183億５千９百万円（前期比7.6％増）となり
ましたが、販売費及び一般管理費の増加などにより、営業利益は、５億５千４百万円（前期比
19.8％減）となりました。

②　設備投資の状況
当社グループでは、営業上経常的に新設・更新が必要となる新築事業における展示用建物（モ

デルハウス）の取得を中心に、総額18億５千万円（有形固定資産受入ベース数値）の設備投資
を実施いたしました。

③　資金調達の状況
当連結会計年度は、増資または社債の発行等による資金調達を行っておりません。

④　事業の譲渡、合併等企業再編行為等
該当する事項はありません。

⑵　対処すべき課題
今後のわが国経済は、引き続き中国を始めとするアジア諸国における景気の減速等、海外経済

の不確実性の影響が懸念されるものの、政府の各種景気刺激策の継続等により、緩やかな回復の
継続が期待されます。また、住宅業界を取り巻く環境は、東京オリンピック・パラリンピックに
向けた建設費の高止まり等、一部に不透明感が存在するものの、個人消費に持ち直しの動きが見
られることに加え、雇用・所得環境が引き続き改善傾向にあるほか、政府による住宅取得支援策
が継続していること、住宅ローン金利が極めて低い水準にあることなどにより、住宅取得需要は、
今後も概ね堅調に推移するものと予想されます。

こうした中で、当社グループは、継続的な課題である経営の平準化の達成に向けて、営業生産
性の向上及びコストダウン並びに着工・引渡の平準化を図り、一層の収益力向上に努めてまいり
ます。

新築事業においては、住まいの耐震性があらためて重要視されている状況に鑑み、当社独自の
「プレミアム・モノコック構法」の優れた耐震性を実証すべく行った実験結果を基に「震度７に
60回耐えた家」を前面に掲げた広告展開を行い、地震に対する安心をより一層訴求することによ

13
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り、更なる競争力の強化を図ってまいります。また、住まいに対する強いこだわりがある方のニ
ーズに応えるべく立ちあげたフラッグシップブランド「MITSUI HOME PREMIUM」（三井ホー
ムプレミアム）を軸として、当社の強みであるオーダーメイドの家づくりを訴求することにより、
更なるブランド力の向上と受注拡大に努めてまいります。加えて、各支店に開発営業所を設置し
たことを契機に、モデルハウス以外の情報源による受注及び専用住宅以外の賃貸住宅、施設系建
物等の受注拡大並びに地域密着の営業体制をより一層強化してまいります。リフォーム・リニュ
ーアル事業においては、三井ホームオーナーとのリレーションをより一層強化し、オフィス・商
業施設リニューアル事業においても、三井不動産グループとのシナジー効果を発揮し、新築事業
と併せて更なる収益拡大を目指します。

これらの取り組みを通して、お客様に末永く豊かな暮らしを実現していただき、いつまでも愛
着を持っていただける「暮らし継がれる家」の具現化を使命と考え、将来にわたり世の中から必
要とされる企業グループを目指してまいります。

⑶　事業別の受注高及び売上高

事 業 区 分
前 期 繰 越
受 注 高
( 百 万 円 )

当 期
受 注 高
( 百 万 円 )

当 期
売 上 高
( 百 万 円 )

次 期 繰 越
受 注 高
( 百 万 円 )

建 築 請 負 102,969 140,766 139,619 104,116

新 築 事 業
不 動 産 分 譲 2,920 10,617 11,301 2,237

その他関連収益 － － 20,206 －

計 105,890 151,384 171,127 106,354

リ フ ォ ー ム ・
リ ニ ュ ー ア ル
事 業

住宅リフォーム 5,427 22,966 23,030 5,364

オフィス・商業施設 3,751 18,218 18,359 3,609

その他関連収益 － － 195 －

計 9,179 41,185 41,585 8,974

賃 貸 管 理 事 業 － － 23,882 －

住 宅 関 連 部 資 材 販 売 事 業 － － 18,359 －

合　　　　計 115,069 192,569 254,954 115,328
（注）１．「当期受注高」は、「不動産分譲」については期中契約高を、それ以外については期中受注工事高を

表示しております。
　　　２．過年度決算に関し、会計上の誤謬が判明したため、「前期繰越受注高」については当該誤謬の訂正後

の数値を記載しております。
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⑷　直前３事業年度の財産及び損益の状況
期　　別

項　　目
第　40　期
平成25年度

第　41　期
平成26年度

第　42　期
平成27年度

第43期(当期)
平成28年度

売 上 高(百万円） 247,233 252,961 256,158 254,954

営 業 利 益(百万円） 4,192 4,004 4,674 5,074

経 常 利 益(百万円） 4,528 4,215 4,547 5,054
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益(百万円） 1,880 1,843 1,680 3,099

１株当たり当期純利益(円） 28.37 27.81 25.35 46.76

総 資 産(百万円） 136,650 129,470 131,322 131,792

純 資 産(百万円） 44,431 47,704 47,420 49,785

１株当たり純資産額(円） 670.36 719.78 715.50 751.21
（注）　過年度決算に関し、会計上の誤謬が判明したため、第41期及び第42期については、当該誤謬の訂正後

の数値を記載しております。

⑸　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

当社の親会社は、三井不動産株式会社であり、当社の議決権数の57.69％ （間接所有1.19％
を含む）を保有しております。当社は、親会社との間に、事務所の賃借、資金の預託等の取引
関係があります。

②　重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

百万円 ％ オフィス・商業施設のリ
ニューアル工事、インテ
リア商品の販売

三 井 デ ザ イ ン テ ッ ク 株 式 会 社 500 100.00

三 井 ホ ー ム エ ス テ ー ト 株 式 会 社 100 100.00 賃貸住宅の斡旋・管理

三 井 ホ ー ム リ ン ケ ー ジ 株 式 会 社 300 100.00 金融・保険代理店・リー
ス

三井ホームコンポーネント株式会社 300 100.00 住宅部資材の仕入・加工
及び販売

千カナダドル 住宅部資材の仕入代行
及び販売Mitsu i  Homes  Canada  I nc . 19,500 100.00

（注）　平成29年３月31日現在、当社の連結子会社は上記５社を含め11社、持分法適用関連会社は７社であり
ます。
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⑹　主要な事業内容（平成29年３月31日現在）
事 業 区 分 主 要 な 事 業 内 容

新 築 事 業
ツーバイフォー工法を中心とする住宅等の設計・施工監理・施
工請負、不動産分譲、インテリア商品の販売、住宅購入者に対
するつなぎ融資等

リ フ ォ ー ム ・ リ ニ ュ ー ア ル 事 業 住宅等のリフォーム工事、オフィス・商業施設のリニューアル
工事等の請負

賃 貸 管 理 事 業 賃貸住宅の斡旋・管理

住 宅 関 連 部 資 材 販 売 事 業 当社グループ外への構造材・建材の販売等

⑺　主要な事業所（平成29年３月31日現在）
①　当社の主要な事業所

本　　社　　　　　　　　　 東京都新宿区西新宿二丁目１番１号
営業本部

法人営業本部　　　　　　 （東京都豊島区）
東京営業本部　　　　　　 （東京都新宿区）
神奈川営業本部　　　　　 （神奈川県横浜市）
中部営業本部　　　　　　 （愛知県名古屋市）
関西営業本部　　　　　　 （大阪府豊中市）

単独部・支店（営業本部に属するものを除く）
戸建て住宅事業室　　　　 （東京都新宿区）
コンサルティング事業部　 （東京都新宿区）
医療福祉・木造施設事業部 （東京都中央区）
東北支店　　　　　　　　 （宮城県仙台市）
栃木支店　　　　　　　　 （栃木県宇都宮市）
埼玉支店　　　　　　　　 （埼玉県さいたま市）
埼玉南支店　　　　　　　 （埼玉県さいたま市）
埼玉オーナーサポート部　 （埼玉県さいたま市）
千葉支店　　　　　　　　 （千葉県船橋市）
柏支店　　　　　　　　　 （千葉県柏市）
千葉オーナーサポート部　 （千葉県船橋市）
静岡支店　　　　　　　　 （静岡県静岡市）
中国支店　　　　　　　　 （広島県広島市）
九州支店　　　　　　　　 （福岡県福岡市）
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②　子会社の主要な事業所
三 井 デ ザ イ ン テ ッ ク 株 式 会 社（東京都港区）
三 井 ホ ー ム エ ス テ ー ト 株 式 会 社（東京都千代田区）
三 井 ホ ー ム リ ン ケ ー ジ 株 式 会 社（東京都新宿区）
三 井 ホ ー ム コ ン ポ ー ネ ン ト 株 式 会 社（東京都中央区）
M i t s u i  H o m e s  C a n a d a  I n c .（カナダ　ブリティッシュコロンビア州）

⑻　従業員の状況（平成29年３月31日現在）
①　企業集団の従業員の状況

事 業 区 分 従 業 員 数 前 期 末 比 増 減
新 築 事 業 2,653名 （686名） 27名減 （ 26名減）
リ フ ォ ー ム ・ リ ニ ュ ー ア ル 事 業 425名 （306名） 42名増 （ 31名減）
賃 貸 管 理 事 業 210名 （  28名） 13名増 （　3名増）
住 宅 関 連 部 資 材 販 売 事 業 180名 （　 6名） 19名増 （ 　 ―　）
全 社 （ 共 通 ） 87名 （　 2名） 3名減 （　1名増）

合　　　　計 3,555名 （1,028名） 44名増 （ 53名減）
（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載している従業員数は、特定の事業に区分できない管理部門に所属しているも
のであります。

②　当社の従業員の状況
従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

2,073名（890名） 28名減（40名減） 39.7歳 14.9年
（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

⑼　主要な借入先の状況（平成29年３月31日現在）
該当する事項はありません。

⑽　その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当する事項はありません。
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２．会社の現況
⑴　株式の状況（平成29年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 187,000,000株
②　発行済株式の総数 66,355,000株
③　株主数 3,992名
④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％
三 井 不 動 産 株 式 会 社 37,334 56.33

三井ホームグループ従業員持株会 3,373 5.09

三 井 不 動 産 リ ア ル テ ィ 株 式 会 社 790 1.19

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス
信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 789 1.19

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト
信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 761 1.14

Ｍ Ｓ Ｉ Ｐ 　 Ｃ Ｌ Ｉ Ｅ Ｎ Ｔ
Ｓ Ｅ Ｃ Ｕ Ｒ Ｉ Ｔ Ｉ Ｅ Ｓ 721 1.08

ビーエヌワイエム　エスエーエヌブ
イ　ビーエヌワイエムテイデイ　シ
ーエフモラント　ライト　ニツポン
イ ー ル ド フ ア ン ド

650 0.98

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス
信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ９ ） 533 0.80

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス
信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ５ ） 513 0.77

ザ　バンク　オブ　ニューヨーク
メ ロ ン 　 １ ４ ０ ０ ４ ４ 500 0.75

（注）　持株比率は自己株式（80,911株）を控除して計算しております。

⑵　新株予約権等の状況
該当する事項はありません。
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⑶　会社役員の状況
①　取締役及び監査役の状況（平成29年３月31日現在）

会 社 に お け る
地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 市 川 俊 英
一般社団法人日本ツーバイフォー建築協会会長、
コスト・業務改善本部、監査室、経営企画部担当

取 締 役 清 野 秀 樹 生産技術本部、東京工事部担当

取 締 役 山 本 　 実 総務部、広報部、経理部、グループ経営推進部、
メンテナンスセンター担当

取 締 役 三 ツ 井 　 泉 　 二
東北支店、栃木支店、埼玉支店、埼玉南支店、
埼玉オーナーサポート部、千葉支店、柏支店、
千葉オーナーサポート部、東京営業本部、神奈川営業本部担当

取 締 役 中 村 研 一 お客様相談室、情報システム部、人事部、
オーナーサポート推進部担当

取 締 役 河 合 淳 也

営業推進部、商品開発部、技術研究所、法人営業本部、
戸建て住宅事業室、コンサルティング事業部、
医療福祉・木造施設事業部、静岡支店、中部営業本部、
関西営業本部、中国支店、九州支店担当

取 締 役 六 鹿 正 治 株式会社日本設計取締役会長

取 締 役 中 田 安 則 株式会社読売広告社代表取締役会長

常 勤 監 査 役 諏 訪 公 宏

監 査 役 渡 辺 康 明

監 査 役 伊 藤 茂 昭 弁護士、シティユーワ法律事務所パートナー

監 査 役 村 尾 　 裕 公認会計士、村尾公認会計士事務所所長
株式会社大林組社外監査役

（注）１．取締役六鹿正治氏及び取締役中田安則氏は、社外取締役であります。
２．監査役伊藤茂昭氏及び監査役村尾裕氏は、社外監査役であります。
３．当社と取締役六鹿正治氏及び中田安則氏並びに社外監査役伊藤茂昭氏及び村尾裕氏は、会社法第427

条第１項の規定により、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
なお、当該契約に基づく責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める額としております。

４．当社は、六鹿正治氏、中田安則氏、伊藤茂昭氏及び村尾裕氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づ
く独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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５．監査役村尾裕氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有して
おります。

②　当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の総額
区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

名 百万円
取 締 役
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 取 　 締 　 役 ）

8
( 2)

160
(  10）

監 査 役
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 監 　 査 　 役 ）

5
( 2)

46
(  10)

合 計 13 206
（注）１．取締役の報酬限度額は、平成18年６月28日開催の第32回定時株主総会において年額360百万円以内

と決議いただいております。
２．監査役の報酬限度額は、平成18年６月28日開催の第32回定時株主総会において年額48百万円以内と

決議いただいております。
３．取締役及び監査役の報酬等の額には、役員退職慰労引当金の当期増加額及び第43回定時株主総会にお

いて決議予定の取締役賞与が含まれております。
４．上記のほか、平成28年６月27日開催の第42回定時株主総会決議に基づき、役員退職慰労金を以下の

とおり支給しております。
　　退任取締役　　　　　　１名　　 19百万円
　　退任監査役　　　　　　１名　　　8百万円

③　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役六鹿正治氏…株式会社日本設計取締役会長
※当社と同社との間には重要な取引関係はありません。

・取締役中田安則氏…株式会社読売広告社代表取締役会長
※当社と同社との間には重要な取引関係はありません。

・監査役伊藤茂昭氏…弁護士、シティユーワ法律事務所パートナー
※当社と同事務所との間には重要な取引関係はありません。

・監査役村尾　裕氏…公認会計士、村尾公認会計士事務所所長
※当社と同事務所との間には重要な取引関係はありません。
株式会社大林組社外監査役
※当社と同社との間には重要な取引関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況
・取締役六鹿正治氏…当事業年度に開催された取締役会13回中12回に出席し、主に経営者

としての豊富な経験と幅広い見識に基づき発言を行っております。
・取締役中田安則氏…当事業年度在任期間中に開催された取締役会11回のすべてに出席し、

主に経営者としての豊富な経験と幅広い見識に基づき発言を行って
おります。
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・監査役伊藤茂昭氏…当事業年度に開催された取締役会13回中12回に、また、監査役会９
回のすべてに出席し、主に弁護士としての専門的な見地から発言を行
っております。

・監査役村尾　裕氏…当事業年度在任期間中に開催された取締役会11回のすべてに、また、
監査役会８回のすべてに出席し、主に公認会計士としての専門的な見
地から発言を行っております。

⑷　会計監査人の状況
①　名　　　称　　　　　　　有限責任 あずさ監査法人

②　報酬等の額
支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 101百万円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上
の利益の合計額 116百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
　監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
　査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　　　２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が
　適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判
　断をいたしました。

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
当社監査役会は、会社都合の場合のほか、当該会計監査人が会社法第340条第１項各号に定

める項目に該当すると認められる場合もしくは監督官庁から監査業務停止処分を受ける場合な
ど、当社の監査業務に重大な支障をきたす事態が生じた場合には、当該会計監査人の解任また
は不再任につき審議いたします。

その結果、解任または不再任が妥当と判断した場合には、監査役会は、会計監査人の解任ま
たは不再任に関する株主総会の議案の内容を決定いたします。

⑸　業務の適正を確保するための体制の決定内容
当社が業務の適正を確保するための体制として取締役会において決議した事項は次のとおりで

あります。
①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

「コンプライアンス規程」等の社内規程によりコンプライアンス・ルールの周知徹底、実効
管理を図るとともに、当社グループ会社を含めたコンプライアンスの推進・実効等を目的とし
た「コンプライアンス委員会」を設置して、法令及び定款に違反する行為を未然に防止するた
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めのコンプライアンス体制を整備する。
また、「内部相談制度規程」に基づき、社内及び社外にコンプライアンス上の問題等に関す

る相談窓口を設置する。
内部監査部門は、「内部監査規程」に基づき、内部監査を計画的に実施し、監査結果を取締

役会及び監査役に報告する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報については、「文書規程」、「情報管理規程」、「情報シス

テム管理規程」、「内部情報管理規程」等の社内規程に基づき、適切に保存及び管理を行う。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
「リスクマネジメント委員会」を設置し、当社及び当社グループの予測されるリスクを事前

に防止するとともに、様々なリスク情報の分析と対応策の検討・指示を行う。さらに、「リス
クマネジメント委員会」の下部組織として「クライシス対応部会」を設置し、機動的に対応す
る必要がある事象に対しては、同部会を開催し対応する。

また、「事業継続管理規程」により災害等のリスク発生時における適切な対応を定め、運用
する。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
経営管理機能と業務執行機能の分離・強化を推進することを目的として「執行役員制度」を

採用し、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する。
業務執行については、「組織規則」、「職務権限規程」、「決裁規程」等の社内規程におい

て、組織体制と責任者及びその責任と執行手続を定め、効率的に行う。

⑤　当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体
制
当社グループ各社について、当社グループとしての業務の適正を確保するための体制を構築、

整備する。「関係会社監理規程」において、経営の重要事項について当社の承認・報告等を要
する旨を定め、子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するとともにコ
ンプライアンスの推進及びリスク情報の適切な管理を行う。

三井不動産グループの一員として、親会社である三井不動産株式会社が定めるグループ企業
に適する行動指針「三井不動産グループコンプライアンス方針」に従い、業務の適正を確保す
る体制を構築する。

なお、当社及び当社グループ内相談体制として、コンプライアンス管理部門である総務部及
び社外の法律事務所を相談窓口とした「内部相談制度」を整備し、内部監査部門等においてコ
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ンプライアンス体制の運用及び法令等の遵守状況につき監査し、取締役会及び監査役に報告す
る。

⑥　監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項と当該使用人の取締役からの独立性及び当該
使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
総務部が監査役会事務局として監査役の職務を補助する。
監査役がその職務を補助すべき使用人をおくことを求めた場合には、その員数及び求められ

る資質について、監査役と協議のうえ、人員を配置する。
当該使用人の人事異動等の決定については、常勤監査役の事前の同意を得ることで、取締役

からの独立性を確保する。

⑦　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制
監査役は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、経営会議、コンプラ

イアンス委員会、リスクマネジメント委員会及びその他の重要な会議に出席し、取締役及び使
用人から必要な報告を受ける。

取締役及び使用人は、監査役から業務の執行状況について報告を求められた場合や、会社に
著しい損害を及ぼす事実又はその恐れがある事実を発見した場合は、直ちに監査役に報告する。

⑧　子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員及び使用人又はこれらの者から報告を受けた
者が当社の監査役に報告をするための体制
「コンプライアンス規程」、「関係会社監理規程」及び当社グループ各社において定める社

内規程に基づき、当社グループ会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受
けた者は、会社に著しい損害を及ぼす事実又はその恐れのある事実を把握した場合、速やかに
当社のグループ会社所管部門に報告し、コンプライアンス管理部門を通じて監査役へ報告する。

⑨　報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するた
めの体制

　　「内部相談制度規程」において、相談を受けた関係者は、相談内容に関する守秘義務を負う
　　　とともに、相談者の保護に関して万全を期さなければならない旨、また、相談者に対し、相談
　　　行為を理由とした不利益な取扱い等を行ってはならない旨を規定する。

⑩　監査役の職務について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　　監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払い又は支出した費用等の償還、負担した

　　　債務の弁済を請求したときは、その費用等が監査役の職務の執行について生じたものでないこ
　　　とを証明できる場合を除き、これに応じる。
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⑪　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　　監査役は、内部監査部門及び会計監査人から定期的に監査に関する報告を受けるとともに、

　　　それぞれの監査に立ち会うなど、情報交換を行い相互の連携を図る。

⑹　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①　コンプライアンス体制

当社及び当社グループ各社のコンプライアンスマインドの醸成と定着を図るため、コンプラ
イアンス推進計画を策定のうえ、全国各拠点でのコンプライアンス研修を開催するなど、コン
プライアンス体制の構築に積極的に取り組んでおります。

年度の活動結果については、達成状況の評価を行い、取締役会等に報告しています。
なお、当事業年度においては、平成28年３月14日開催のコンプライアンス委員会にて平成28

年度コンプライアンス推進計画を策定し、平成29年３月８日開催のコンプライアンス委員会及
び平成29年３月30日開催の取締役会にてそれに基づく活動結果の報告を行いました。

②　リスクマネジメント体制
当事業年度においては、当社及び当社グループ各社のリスクマネジメントを統括する経営会

議を39回、業務リスクを管理する組織であるリスクマネジメント委員会を２回開催いたしまし
た。

③　取締役の職務執行・効率的職務執行体制
取締役会は、社外取締役２名を含む取締役８名で構成されており、社外監査役２名を含む監

査役４名も出席しております。当事業年度においては、13回開催されており、活発に意見交換
を行いつつ審議及び報告を行っております。取締役会の決定事項については、組織規則、職務
権限規程、決裁規程等に基づき、担当の各役職の職務と権限を明確にし、組織的かつ効率的に
その執行を図っております。

なお、社外取締役に対しては、必要に応じて事前の議案説明を行っており、議案に関連して
資料提供、情報提供の要請があった場合は、速やかに対応しております。

また、取締役会で審議される議案は、原則としてあらかじめ役付執行役員を構成員とする経
営会議の審議を経ており、経営会議には、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握す
るため、常勤の監査役が出席し、必要に応じて意見を述べております。

④　内部監査の実施
内部監査部門である監査室は、法令・業務規定の遵守状況や業務リスクを把握するなど、当

社及び当社グループ各社の内部監査を実施するとともに、トップマネジメントに対する適時適
切な報告及び改善提案を行うことで、コンプライアンス経営の推進に資しております。
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なお、当事業年度においては、平成28年３月24日開催の取締役会にて平成28年度内部監査
活動計画を決定し、平成29年３月30日にそれに基づく活動結果の報告を行いました。

⑤　グループ管理体制
「関係会社監理規程」に基づき、当社グループ各社の業務執行について、承認及びモニタリ

ング等を通して経営管理を行っております。
なお、当社グループ各社の経営計画等の重要事項に関しては、グループ経営企画委員会にお

いて指導・調整を行い、必要に応じて経営会議にて承認しております。

⑥　監査役の職務執行・監査役監査の実効性を確保するための体制
監査役会は、社外監査役２名を含む監査役４名で構成されております。当事業年度において

は、９回開催されており、監査役相互による意見交換等が行われております。
なお、監査役は取締役会に出席しており、社外監査役に対しては、必要に応じて事前の議案

説明を行っております。
また、常勤の監査役は、経営会議に出席するとともに、各部門、各支店、子会社等への往査

や監査室との連携等を通じ、情報収集に努めております。これらの内容につきましては監査役
会で報告し、監査役全員が共有するようにしております。

さらに、監査役は、会計監査人が実施した監査の概要及び監査結果について、監査役会にお
いて定期的に報告を受けるとともに、監査方法の内容について、説明を求めるほか、必要に応
じて適宜聴取しております。

⑺　会社の支配に関する基本方針
該当する事項はありません。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
完 成 工 事 未 収 入 金
リ ー ス 投 資 資 産
有 価 証 券
未 成 工 事 支 出 金
販 売 用 不 動 産
仕 掛 販 売 用 不 動 産
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
営業立替金及び営業貸付金
関 係 会 社 預 け 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
敷 金 及 び 保 証 金
退 職 給 付 に 係 る 資 産
繰 延 税 金 資 産
再評価に係る繰延税金資産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

94,092
7,008
7,137
6,290
1,139

69
13,081
8,062

649
1,078

203
1,847
5,078

37,000
2,077
3,515

△　　147
37,699
24,204

8,215
473
737

14,688
89

2,778
2,778

10,717
2,787
3,104
1,261
2,956

2
745

△　　141

流 動 負 債 70,189
工 事 未 払 金 16,555
買 掛 金 15,371
短 期 借 入 金 60
未 払 法 人 税 等 1,310
未 払 消 費 税 等 1,302
未 払 費 用 6,171
未 成 工 事 受 入 金 17,849
預 り 金 6,300
完 成 工 事 補 償 引 当 金 1,074
資 産 除 去 債 務 34
そ の 他 4,158

固 定 負 債 11,817
受 入 敷 金 保 証 金 2,230
退 職 給 付 に 係 る 負 債 8,643
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 148
資 産 除 去 債 務 541
繰 延 税 金 負 債 48
そ の 他 204

負 債 合 計 82,006
純 資 産 の 部

株 主 資 本 65,445
資 本 金 13,900
資 本 剰 余 金 14,145
利 益 剰 余 金 37,445
自 己 株 式 △　　 45

その他の包括利益累計額 △15,660
その他有価証券評価差額金 382
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 42
土 地 再 評 価 差 額 金 △15,749
為 替 換 算 調 整 勘 定 177
退職給付に係る調整累計額 △　　513

純 資 産 合 計 49,785
資 産 合 計 131,792 負 債 純 資 産 合 計 131,792
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連 結 損 益 計 算 書

(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 254,954
売 上 原 価 198,858

売 上 総 利 益 56,096
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 51,021

営 業 利 益 5,074
営 業 外 収 益 265

受 取 利 息 31
保 険 配 当 金 122
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 31
そ の 他 80

営 業 外 費 用 286
支 払 利 息 8
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 22
調 停 和 解 費 用 67
為 替 差 損 38
そ の 他 149
経 常 利 益 5,054

特 別 利 益 23
固 定 資 産 売 却 益 23

特 別 損 失 295
固 定 資 産 除 却 損 68
過 去 勤 務 費 用 償 却 額 104
事 務 所 移 転 費 用 78
割 増 退 職 金 44

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 4,781
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,676
法 人 税 等 調 整 額 5
当 期 純 利 益 3,099
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 3,099
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連結株主資本等変動計算書

(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 13,900 14,145 35,406 △45 63,407

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,060 △1,060
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 3,099 3,099

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － 2,038 △0 2,038

当 期 末 残 高 13,900 14,145 37,445 △45 65,445

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

土 地 再 評 価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 439 △121 △15,749 222 △778 △15,987 47,420

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,060
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 3,099

自 己 株 式 の 取 得 △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） △56 164 － △44 264 327 327

当 期 変 動 額 合 計 △56 164 － △44 264 327 2,365

当 期 末 残 高 382 42 △15,749 177 △513 △15,660 49,785
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貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
完 成 工 事 未 収 入 金
売 掛 金
有 価 証 券
未 成 工 事 支 出 金
販 売 用 不 動 産
仕 掛 販 売 用 不 動 産
貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
関 係 会 社 預 け 金
未 収 入 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
電 話 加 入 権
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
前 払 年 金 費 用
敷 金 及 び 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
再評価に係る繰延税金資産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

79,202
5,064
1,774

642
54

10,931
7,745

652
16
92

939
11,357
37,000
1,592
1,410

67
△　　141

36,055
21,076

7,081
48
0
0

163
13,739

44
1,601
1,272

178
150

13,377
1,353
5,170

161
288
127

1,285
2,659
2,055

2
404

△　　131

流 動 負 債 67,647
工 事 未 払 金 16,206
リ ー ス 債 務 18
未 払 金 919
未 払 法 人 税 等 408
未 払 消 費 税 等 924
未 払 費 用 4,525
未 成 工 事 受 入 金 16,920
前 受 金 119
預 り 金 26,475
完 成 工 事 補 償 引 当 金 1,042
工 事 損 失 引 当 金 56
資 産 除 去 債 務 29

固 定 負 債 7,079
リ ー ス 債 務 15
受 入 敷 金 保 証 金 171
退 職 給 付 引 当 金 6,308
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 65
資 産 除 去 債 務 518

負 債 合 計 74,726
純 資 産 の 部

株 主 資 本 55,900
資 本 金 13,900
資 本 剰 余 金 14,145
資 本 準 備 金 3,475
そ の 他 資 本 剰 余 金 10,670

利 益 剰 余 金 27,900
そ の 他 利 益 剰 余 金 27,900

別 途 積 立 金 18,000
繰 越 利 益 剰 余 金 9,900

自 己 株 式 △　　45
評 価 ・ 換 算 差 額 等 △15,369

その他有価証券評価差額金 380
土 地 再 評 価 差 額 金 △15,749
純 資 産 合 計 40,531

資 産 合 計 115,257 負 債 純 資 産 合 計 115,257
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損 益 計 算 書

(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 170,647
完 成 工 事 高 157,209
そ の 他 の 売 上 高 13,438

売 上 原 価 136,172
完 成 工 事 原 価 124,932
そ の 他 の 原 価 11,240

売 上 総 利 益 34,475
完 成 工 事 総 利 益 32,277
そ の 他 の 売 上 総 利 益 2,198

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 33,665
営 業 利 益 809

営 業 外 収 益 2,401
受 取 利 息 108
受 取 配 当 金 2,132
保 険 配 当 金 91
そ の 他 68

営 業 外 費 用 176
支 払 利 息 12
調 停 和 解 費 用 52
為 替 差 損 15
そ の 他 95
経 常 利 益 3,034

特 別 損 失 150
固 定 資 産 除 却 損 43
事 務 所 移 転 費 用 62
割 増 退 職 金 44

税 引 前 当 期 純 利 益 2,883
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 261
法 人 税 等 調 整 額 15
当 期 純 利 益 2,605

30

損益計算書



2017/05/26 13:37:41 / 16268320_三井ホーム株式会社_招集通知（Ｆ）

株主資本等変動計算書

(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 そ　の　他

資本剰余金
資本剰余金
合　　　計

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計別途積立金 繰越利益

剰　余　金

当 期 首 残 高 13,900 3,475 10,670 14,145 18,000 8,354 26,354 △45 54,355

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,060 △1,060 △1,060

当 期 純 利 益 2,605 2,605 2,605

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 (純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － 1,545 1,545 △0 1,544

当 期 末 残 高 13,900 3,475 10,670 14,145 18,000 9,900 27,900 △45 55,900

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 436 △15,749 △15,313 39,042

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,060

当 期 純 利 益 2,605

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 (純 額 ) △55 △55 △55

当 期 変 動 額 合 計 △55 － △55 1,488

当 期 末 残 高 380 △15,749 △15,369 40,531
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

平成29年５月９日
三井ホーム株式会社

取 締 役 会　御中
有限責任　あずさ監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 髙 波 博 之 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 伊 藤 浩 之 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 松 本 大 明 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、三井ホーム株式会社の平成28年４月１日から平成
29年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、三井ホーム株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損
益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

平成29年５月９日
三井ホーム株式会社

取 締 役 会　御中
有限責任　あずさ監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 髙 波 博 之 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 伊 藤 浩 之 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 松 本 大 明 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、三井ホーム株式会社の平成28年４月１日か
ら平成29年３月31日までの第43期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ

の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細

書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書
監　査　報　告　書

当監査役会は、平成28年4月1日から平成29年3月31日までの第43期事業年度の取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以
下のとおり報告いたします。

１．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況および結果

について報告を受けるほか、取締役等および会計監査人からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集および監査の環
境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役および使用人等からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社および主要な
事業所において業務および財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会
社の取締役および監査役等と意思疎通および情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事
業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保
するための体制その他株式会社およびその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保す
るために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項および第3項に定める体制の整備
に関する取締役会決議の内容および当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ
ム）について、取締役および使用人等からその構築および運用の状況について定期的に報告
を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。なお、財務報告に係る内部統
制については、取締役等および有限責任 あずさ監査法人から当該内部統制の評価および監
査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視および検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための
体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成
17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説
明を求めました。
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表）およびその附属明細書ならびに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表）につい
て検討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①　事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示してい
るものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実
は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容および取締役の職務の執行についても、財務報告
に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類およびその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。

平成29年5月15日
三井ホーム株式会社　監査役会

常 勤 監 査 役 諏 訪 公 宏 ㊞
監 査 役 渡 辺 康 明 ㊞
社 外 監 査 役 伊 藤 茂 昭 ㊞
社 外 監 査 役 村 尾 　 裕 ㊞

以　上
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株主総会会場ご案内図
霞が関ビルディング１階「プラザホール」

東京都千代田区霞が関三丁目２番５号
電話　03－3580－0576（大代表)

虎ノ門駅

日土地ビル

桜
田
通
り

経済産業省

外　堀　通　
り

商船三井ビル

財務省

新霞が関ビル

内閣府

首都高速

特許庁

東京倶楽部
ビルディング

アネックス

ＪＴビル

日本財団
至 

新
橋

霞が関コモンゲート

東館

11番出口

A13番出口

A12番出口

５番出口

西館

旧文部省庁舎
日本郵政グループ霞が関ビルディング

霞ケ関駅合同庁舎
第四号館

虎の門三井ビル

地下鉄　東京メトロ　銀 座 線　「虎ノ門駅」下車　徒歩約５分
　　　　　　　　　　千代田線　「霞ケ関駅」下車　徒歩約８分
　　　　　　　　　　日比谷線　「霞ケ関駅」下車　徒歩約９分
 　　　　　　　　　　丸ノ内線　「霞ケ関駅」下車　徒歩約11分

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

地図




